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化にみ られ る国民の医療保険改善 と,1967年以降開催 された高齢者集会で高 ま
った老後の生活保障確保へ の国民的取組 みの盛上が りは,1970年代に入 ってみ
られ た国民 生活 の急激 な悪化 に よって助長 され,1973年に健保 と年金において
制度上の大 きな成 果をお さめ,「福祉元年」 と宣言 された。 しか し10年余にわ
た る高度経 済成長政 策の推進は 日本経済 の矛盾を醸 成 し,こ の矛盾はいわゆる
「石油 シ ョック」を契機 として発現 した。その後の長い不況 の過程で企 業 に は
「減量 経営」 の嵐がふ き,1970年代後半 は労働者に とって一段 ときび しい もの
とな った。 同時に,低 成長へ の転 換は国ならびに 自治体の財政悪化を もた らし,
よ うや く迎 えた福祉充実の時期に,早 くも 「バ ラマキ福祉」 の批判,「福祉見
直 し」の規制へ と一転 す るに至 った。 この 「バ ラマキ福祉」の是正は,三 本内
閣に代 った福 田内閣の もとでの昭和52年度予算編成 にあた って,「福祉 といえ
ども聖域では ない」 とい う高姿勢 とな ってあらわれた㎝。 年金,医 療 の両面で
福祉のため の支 出を縮減 し,高 福祉は高負担 に よる もの とす る路線 が,そ の後
の"改 革,,の方 向を貫いて ぎた。第2次 行革の臨調答 申はその基本路 線にたい
す る鼓舞 であ り,自 助 と相互扶助 の奨励 と家庭 基盤 の充実に よる 「日本型福祉
社会」 の実現を意図 した ものであ る。 これ らの"改 革"に たい しては,1976年,
1978年と国民 ・労働者 の反対闘争が激 し くたたかわれたが,こ の よ うな社会経

















































































































































































































































































































































































































































































資料 厚生省 「昭和55年度国民医療費」。 出所 「国民衛生の動向」昭和57年。
し て,老 人 健 康 保 険 の別 建 てが 提示 され た わけ で あ る。
この 間 に も老 人 医療 費 の無 料 化 な い し軽 減 を実 施す る地 方 自治 体 は ひ ろが っ
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ω僻 佐藤 進 「老人保健医療制度の課題と将来」r週刊社会保障』VoL34,No.1086,社会保険法
(391)わ が国の社会保障制度 と老人保健制度159
規研究会,40頁。









励.小 沢構想は,老 人保健医療制度を別建て制度 とし,国,都 道府県,市 町村,事 業主,住 民がそ
の費用を負担す るものであり,橋 本構想は,現 行制度の枠 内で老人医療費 の一部について,制 度
















































表3 性 ・年齢階級 ・年次別にみた有病率
(1,000人当り繰越件数)
昭30年 34 40 45 50 53 54 55
1955)ぐ59) ぐ65) ('70)('75)('78)1(・79) ('80)
総 数 37.9 45.9 63.6 93.6 109.9110.9109.4110.4
男 40.4 47.1 63.0 89.5 103.0105.7 99.2 102.6
女 35.5 44.7 64.2 97.5 116.5115.9119.3117.8
0歳 28.6 41.0 56.7 87.9 96.5・ 114.6 79.・1 77.9
1～4 2&7 37.5 36.2 75.2 129.6116.8 96.5 89.5
5～14 17.4 25.8 30.2 50.5 70.1 67.1 53.9 56.0
15～24 25.0 26.7 28.1 33.2 40.4 39.1 30.7 30.2
25～34 38.5 39.3 43.7 56.8 64.0 56.9 49.1 ・43.4
35～44 45.5 57.1 72.5 86.2 85.5 75.5 74.0 74.3
45～54 61.3・72 .7 95.7 1乞6.6 129.3125.8122.8121.8
55～64 77.5 88.5 143.1200.8195.5199.1217.3229.9
65～74 86.3 97.5 177.8257.0312.6317.8345.4336.0
75歳以上 70.8 95.4 177.5249.5 328.1 384.8403.4437.3
(注)昭 和35年は,性 ・年齢階級別9こみた有病率がないので,34年 を もちいた。
(資料)厚 生省 『国民健康調査』。(出 所)r国 民衛生の動向』昭和57年,99頁。
表4性 ・年齢階級 ・年次別受療率(人 口10万対)





























70～(再掲) ●■. ● ● ■ ● ● ■10,79712,15816,60518,52718,75119,86319,32619,6591 ,047
(資料)厚 生省 「患者調査」。 (出'所)r国民衛生の動向』昭和57年,103頁。
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者 のサ ロン化 し,ベ ッ トは老人 に占領 されたかの よ うに考え られ てい るが,高
度成長政策 の もとですすあ られた生活諸環境の変 化が,国 民の健康面に与えた
非常に大きな影響を先ず考える必要があ る。 国民 の健康 お よび傷病状況を示す
国民健康調査は,1948年以来行 なわれ てい るが,こ れに よると,表3の とお
り国民の有病率 は年を おって高 ま り,と くに高度成長期での有病率 の増大はい
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要性は早 く指摘 されて きたが,そ の実現は果 たせず,老 人保健法に よってそ の
制度化が緒 につ いたわけ であ る。総合的な保健事業 とは具体的 には,1.健康 手
帳の交付,2.健 康教育,3.健 康相談,4.健 康診査,5.医 療,6.機 能訓練,
7.訪問指導,8.そ の他政令 で定 める事業,が あげ られてい る。1か ら4ま で
の事業 が予防 として把握で きるが,こ れ らの事業 の実施 主体 は,地 域 において
は基 本的 に 自治体 であ り,医 療以外の保健事業 は適 当と認 め られ る者 に委託す
ることができ るとされ ている。 だが,手 帳 の交付は別 として,そ の他 の保健事
業 を行 な うた めには,施 設 の充実 と専 門的人員 の確保が前 提であ り,と くに医
師,看 護婦は い うまで もな く,保 健婦,ホ ー ム ・ヘルパー,医 療 ソーシ ャル ・
ワー カーな どの人 員の養成か らして必要であ ろ うと考え られ る。 したが って保
健事業 の具体化には多 くの課題 が存在 し,早 急 な実現にはかな りの困難がある
と予 想 され る。 に もかかわ らず,包 括的医療概念にた って,予 防を治療,機 能
訓練,訪 問指導 な どと総合的に実施す る方向での制度化は,一 歩 の前進 であ る
と考え る。
本来,保 険制度は事後 の措置対策であ り,予 防 とい う事前 の事象は保険には
な じまないのでは ないか と考 えられ る。予防は多分に主観 的,恣 意的 な要素が
強 く,確 率計算は疑問視せ られ るが,こ の面か らも,そ の費用 調達 にあた って
は保 険方式 よりもサ ー ビス方式 が妥当 と考え られ る。
予 防 と治療 の一体化の必要が次第に認識され るに至 った要因 として,戦 後の
疾病構造 の変化があげ られ る。戦後の死因の変化をみ ると,戦 前 から第1位 で
あ った 結核に かわ って,脳 血 管疾患が1951年から第1位 に なったが,1953年
から1980年まで第2位 であ った悪性新生物 が1981年には第1位 となった。 こ
の二つ に死因第3位 の心疾患 を加えた成人病が,1981年には全死亡 者 の62%
を 占め てい る。 この死因の推移は,基 本的 には受療 率の推移 を反映 してい ると
考 えられ軌 これ ら成 人病 といわれ る疾病は,悪 性新生物は別 として,長 期慢
性疾患型で,そ れだけ受療 の回数 も増加す る ものである。 と くに老齢者の場合
には治癒 しに くい とい う傾 向を もってい る。
























高齢化社会への移行を近 い将来 にひかえて,健 康 にた いす る関心は次第に高
まってきている。それは,加 齢 とともにしのび よる老化現象,成 人病疾患,寝
たき りない し老人性痴呆症 とい った暗い イメー ジを ともな う一種 の怖れを将来
に覚えさせ る一方,そ れ なるが故にい っそ う強 く,健 康に老い る必要性を感 じ
てい るとい って よい。 いかに健康に加齢す るか,は 国民の関心 が集 中され る課




















倒 一部負担の採用については,医療のコス ト意識を国民にもたせる点が指摘される。 コス ト意識
の稀薄化が医療費増大を招くとするものであるが,医療を他のサービス取引と同一視した考えで,
医療における両当事者の特異性を無視しているものである。昭和57年度r経済白書』327頁。
る9この表をみるにあたって,この調査方法が変り,当初は1カ月にわたる調査であったが,次第
に調査期間が短縮されてきていることを考慮に入れておくことが必要である。また,この調査に
おける傷病の定義は,(1)身体または精神が異常状態になったためなんらかの治療処置をした場合,
{2)身体または精神が異常状態になったため治療処置はしないが,床につくか,1日以上日常の業
務を中止した場合,となっている。また,調査は調査員が各世帯を訪問し,申告された傷病を確
認する方法によっているので,精神病や性病など,世帯が計上したがらない傷病については実際
の把握が困難であると考えられる。
60朝 日新聞,1982年8月17日。昨年7月現在で老人医療費無料の独自施策を行なっているのは37
都道府県である。7月8日 の参議院での5委員会の連合審査で,厚生省から,国の施策との整合
性を理由に,自治体の単独事業の見直しが要請されている。
6D前掲r社会保障概説』第W章医療保障の諸問題,第Sfi章医療保険の性格,参照。
槌 同書,83頁。
〈401) わが国の社会保障制度と老人保健制度169
綱 被用者保険には,退職後の任意継続制度があるが,継続期間は2年間という制限があり,かつ
保険料は全額自己負担という不利があるため,利用者数はまだ少ない。
倒 前掲r戦後の社会保障 資料』227頁.
⑮ 同書1228頁。
銅⑰ 同書,262頁。
柄 前掲r戦後の社会保障 本論』108頁。
働 『国民の福祉の動向』昭和57年特集号・厚生統計協会・1982年・36-38頁。1965年までは結核の
受療率が第1位であったが,以後急速に低下した。!980年の受療率で高いものは,高血圧性疾患,
精神障害,脳血管{菟患,心疾患,肝疾患,糖尿病の順}こなっている。
㈲r週 刊社会保障』No.1183,社会法規研究会,1982年7月,36-39頁。
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